
○平塚市埋立て等の規制に関する条例施行規則 

平成１０年６月１日 

規則第４９号 

改正 平成１２年１２月２７日規則第５９号 

平成１３年２月２０日規則第２号 

平成１６年９月３０日規則第５１号 

平成２８年３月２５日規則第２８号 

令和３年３月３０日規則第２８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、平塚市埋立て等の規制に関する条例（平成１０年条例第１０号。以

下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（許可の適用除外） 

第３条 条例第６条第２項第２号の規則で定める者は、次に掲げるものとする。 

（１） 独立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人雇用・能力開発機構、独立行政

法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行

政法人都市再生機構、独立行政法人水資源機構、独立行政法人緑資源機構、独立行政

法人労働者健康安全機構、日本道路公団及び年金資金運用基金 

（２） 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立された地方住

宅供給公社 

（３） 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された地方道路公社 

（４） 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０条第１項

の規定により設立された土地開発公社 

（５） 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定により認可さ

れた土地改良区 

（６） 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１４条第１項の規定により認

可された土地区画整理組合 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が認める公法人 



（許可の申請） 

第４条 条例第７条第１項の申請書は、埋立て等許可申請書（第１号様式）とする。 

（申請書の記載事項） 

第５条 条例第７条第１項第６号の埋立て等に関する設計は、設計の方針、埋立て等に係

る土地の現況、自然環境保全対策、生活環境保全対策及び災害防止対策について記載す

るとともに、次に掲げる図面により定めなければならない。ただし、市長が特に認める

場合は、当該図面のうち一部の図面により定めることができる。 

（１） 現況平面図及び現況縦横断面図（縮尺２００分の１～５００分の１） 

（２） 現況排水平面図及び現況排水縦横断面図（縮尺２００分の１～５００分の１） 

（３） 計画平面図及び計画縦横断面図（縮尺２００分の１～５００分の１） 

（４） 計画排水平面図及び計画排水縦横断面図（縮尺２００分の１～５００分の１） 

２ 条例第７条第１項第７号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 土砂等の運搬車両台数 

（２） 埋立て等の工事期間及び１日の作業時間 

（３） 整地用機械の種類及び台数 

（４） 埋立て等後の土地の利用方法 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（申請書の添付書類） 

第６条 条例第７条第２項の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。ただし、埋立

て等の内容により市長が添付を要しないと認めるものについては、この限りでない。 

（１） 流域現況図（埋立て等に係る土地の面積が３，０００平方メートル以上のもの

に限る。） 

（２） 法人登記簿謄本又はその写しを証明する書類（事業主が個人であるときは、住

民票の写し） 

（３） 印鑑登録証明書 

（４） 事業主と工事施工者との埋立て等に関する契約書の写し又はこれに代わるもの

の写し 

（５） 事業主と土地所有者等との埋立て等に関する契約書の写し又はこれに代わるも

のの写し 



（６） 仮登記権者又は抵当権者等担保権者の同意書 

（７） 埋立て等に係る土地の公図の写し 

（８） 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項の許可に係る許可書

の写し又は農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項若しくは同法第５条第

１項の許可に係る許可書の写し若しくは届出をした旨を証する書類の写し 

（９） 土砂等の搬出入経路図（縮尺２，５００分の１～１０，０００分の１） 

（１０） 工程表 

（１１） 埋立て等に係る土地と他の土地との境界確定図（縮尺２５０分の１～５００

分の１） 

（１２） 事業主の最近の決算書及び資金計画書（埋立て等に係る土地の面積が３，０

００平方メートル以上のものに限る。） 

（１３） 擁壁等工作物の平面図及び構造図（縮尺５０分の１～１００分の１） 

（１４） 埋立て等後の土地利用計画図 

（１５） 土質分析結果を証する書類 

（１６） 埋立て等に係る工事の概要についての周知状況及び周知方法を示す書類 

（１７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 埋立て等の許可を受けようとする者は、埋立て等に係る土地について国又は地方公共

団体が管理する公共施設があるときは、その同意を得て、それを証する書類の写しを申

請書に添付しなければならない。 

（許可の基準の内容） 

第７条 条例第８条第２項の規則で定める事項は、別表に定めるとおりとする。 

（許可等の決定） 

第８条 市長は、埋立て等許可申請書の提出があったときは、その内容を審査して適否を

決定し、埋立て等許可（不許可）決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

（標識） 

第９条 条例第１０条の規則で定める標識は、埋立て等に係る標識（第３号様式）とする。 

（許可に係る変更の申請） 

第１０条 条例第１１条第１項の規則で定める事項は、条例第７条第１項第３号から第６



号までに掲げる事項の変更前及び変更後の内容並びにその理由とする。 

２ 条例第１１条第１項の変更申請書は、埋立て等変更許可申請書（第４号様式）とする。 

３ 埋立て等変更許可申請書には、条例第７条第２項に規定する書類のうち、埋立て等の

変更に伴いその内容が変更されるものを添付しなければならない。 

（許可に係る変更の決定） 

第１１条 市長は、埋立て等変更許可申請書の提出があったときは、その内容を審査して

適否を決定し、埋立て等変更許可（不許可）決定通知書（第５号様式）により申請者に

通知するものとする。 

（許可に係る変更の届出） 

第１２条 条例第１１条第２項の規定による変更の届出は、埋立て等変更届出書（第６号

様式）により行うものとする。 

（地位の承継の届出） 

第１３条 条例第１２条第３項の規定による届出は、地位承継届出書（第７号様式）によ

り行うものとする。 

（完了等の届出） 

第１４条 条例第１３条第１項の規定による届出は、埋立て等完了（廃止）届出書（第８

号様式）に、工事着手前、工事施行中及び工事完了時（廃止時）の写真を添付して行う

ものとする。 

（許可内容適合通知） 

第１５条 条例第１３条第２項の規定による検査の結果が埋立て等に係る許可の内容に適

合していると認めるときは、埋立て等に係る許可内容適合通知書（第９号様式）により

事業主に通知するものとする。 

（公表の方法等） 

第１６条 条例第１４条第３項の規定による公表は、平塚市公告式条例（昭和２５年条例

第２１号）に定める提示場に同条第２項の規定による命令に従わない者の氏名、住所（法

人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）その他市長が

必要と認める事項を記載した書面を提示することにより行うとともに、必要に応じ、そ

の他の方法で市民に周知するものとする。 

（身分証明書） 



第１７条 条例第１６条第２項の身分を示す証明書は、立入調査員証（第１０号様式）と

する。 

（申請書等の提出部数） 

第１８条 条例及びこの規則の規定により市長に提出する書類の提出部数は、申請書及び

その添付書類にあっては２部とし、届出書及びその添付書類にあっては１部とする。 

（事故発生における措置） 

第１９条 事業主は、埋立て等に係る工事中に、工事に影響を及ぼす事故、人身に損傷を

生じた事故又は第三者に損害を与えた事故が発生したときは、応急措置等必要な措置を

講ずるとともに、責任をもって解決に当たらなければならない。また、事故発生の原因、

経過、被害の内容等について遅滞なく市長に報告しなければならない。 

（その他） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成１０年７月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月２７日規則第５９号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１３年２月２０日規則第２号） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年９月３０日規則第５１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２５日規則第２８号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、別表第２項の改正規定は、

公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書類

は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年３月３０日規則第２８号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書類

は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 



別表（第７条関係） 

１ 一般基準 

（１） 自然環境保全対策 

ア 樹木及び草花の植栽又は保存 

（ア） 埋立て等に係る区域及びその周辺の地域の植生の実態に配慮し、既存の

樹木及び草花の保存に努めること。 

（イ） 既存の樹木及び草花の保存が不可能な場合には、適切な復元措置を講ず

ること。 

イ 貴重な動物の保存 

埋立て等に係る区域及びその周辺の地域に絶滅のおそれのある動物又は貴重な

動物の生息が認められる場合には、その生息に影響を与えないように努めること。 

ウ 水系及び地下水の保全 

埋立て等に係る区域及びその周辺の地域の水系及び地下水の実態に配慮し、既

存の水系及び地下水の機能を阻害することのないように努めること。 

エ 事前調査の実施 

アからウまでに掲げる措置を講ずるに当たり必要と認めるときは、事前調査を

行うこと。 

オ 個別協議 

具体的な自然環境保全対策については、別に協議すること。 

（２） 生活環境保全対策 

ア 埋立て等に係る工事の施工に当たっては、騒音、振動、粉じん、水質汚濁等の

防止対策を講じ、周辺の生活環境を損なわないようにすること。 

イ 埋立て等に係る工事の１日の作業時間は、原則として午前８時から午後６時ま

で（土砂等の搬出入時間にあっては、原則として午前８時３０分から午後５時ま

で）の間で定めることとする。 

ウ 日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日及び１２月２９日から翌年の１月３日までは、作業を中止すること。 

エ 緊急を要する作業が生じたときは、土砂等の搬出入路の沿道及び周辺住民の理

解を得るようにすること。 



（３） 災害防止対策 

ア 安全対策 

（ア） 埋立て等に係る工事期間中は、原則として責任者を常駐させ、事故及び

災害の防止に努めること。 

（イ） 埋立て等に係る区域内に工事関係者以外の者がみだりに立ち入ることを

防止するための囲いを設け、当該囲いの構造は、風圧等により、容易に転倒し、

又は破壊しないものとすること。 

（ウ） 工事現場の出入口は、原則として１箇所とし、施錠できる構造とするこ

と。 

イ 交通対策 

（ア） 土砂等の搬出入経路を指定するときは、あらかじめ、周辺住民、道路管

理者及び所轄の警察署と協議すること。 

（イ） 土砂等の搬出入路が通学路に指定されているときは、関係機関と協議し、

登下校時間帯の通行制限等必要な措置を講ずること。 

（ウ） 工事現場の出入口の路面清掃を行い、常に良好な道路状態とすること。 

（エ） 交通事故防止のため、関係機関と協議し、交通誘導員の配置、標識及び

安全施設の設置等必要な措置を講ずること。 

２ 技術基準 

（１） 埋立て工又は盛土工 

ア のり面の勾配は、３０度以下とすること。 

イ 厚さ２０センチメートルから３０セントメートルごとに敷きならしを行い、十

分転圧し、締め固めを行うこと。 

ウ 原則として基礎地盤調査を行い、地質及び土質条件を把握し、適切な対策を講

ずること。 

エ 基礎地盤の樹木等を伐採するときは、除根すること。 

オ 斜面状の地盤に埋立て又は盛土を行うときは、原地盤の段切りをすること。 

カ 高さ５メートル以上の埋立て又は盛土については、原則として５メートルごと

に幅１．５メートル以上の小段を設けるとともに、必要に応じて危険を防止する

ための土砂等落下防止壁を設けること。 



キ 埋立て及び盛土によるのり面の垂直高は、原則として１０メートル以下とする

こと。 

ク 小段及び土羽じりには、表面排水処理施設を設置するとともに、その施設が土

砂等により埋没しない構造とすること。 

ケ のり面の崩落を防止するため、芝張り工、吹き付け植生等を行うこと。 

コ のり面の上部の排水は、のり面方向に流さないように反対方向に勾配を設ける

こと。その勾配は、原則として２パーセント以上とすること。 

サ わき水対策として、必要に応じて暗渠
きょ

を設けること。 

シ 埋立て及び盛土の高さ等については、別に協議すること。 

（２） 切土工 

ア のり面の勾配は、原則として３５度以下とすること。 

イ 土質に応じた植性工等によりのり面の安定策を講ずること。 

ウ 高さ５メートル以上の切土については、高さ５メートルごとに幅１．５メート

ル以上の小段を設けること。 

エ 小段及び土羽じりには、表面排水処理施設を設置するとともに、その施設が土

砂等により埋没しない構造とすること。 

オ 切土の高さ等については、別に協議すること。 

（３） 堆積工 

ア 粉じんが飛散しないようにすること。 

イ のり面の勾配は、原則として３０度以下とすること。 

ウ 堆積期間は、土砂等を搬入した日から６箇月以内とすること。 

エ 堆積土の高さ等については、別に協議すること。 

（４） 排水施設 

ア 雨水その他の地表水を排除する排水施設を設置すること。 

イ 排水施設は、計画流量の排水が可能なものであること。 

ウ 調整池又は沈砂池は、埋立て等に係る土地の規模、地形等を勘案し、必要に応

じて設置すること。 

（５） 放流先の河川等 

ア 河川等の管理者と協議し、必要に応じて放流先の河川等を整備すること。 



イ ごみ、土砂等により放流先の河川等の流水が阻害されているときは、しゅんせ

つ等を行うこと。 

ウ 放流については、関係権利者と協議を行うこと。 

（６） 擁壁工 

ア 擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、間知石練積造等とするこ

と。 

イ 河川等又は田畑に接して設ける擁壁の根入れについては、当該擁壁が転倒しな

いように、特に安全性に配慮して十分な深さとすること。 

ウ 擁壁を設置するときは、構造計算により安全性を確かめること。 

（７） その他 

埋立て等の設計に当たっては、必要に応じて森林法第１０条の２に規定する開発

行為の許可に係る基準、国土交通省が定める土木構造物標準設計等により行うこと。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第４条関係） 

第２号様式（第８条関係） 

第３号様式（第９条関係） 

第４号様式（第１０条関係） 

第５号様式（第１１条関係） 

第６号様式（第１２条関係） 

第７号様式（第１３条関係） 

第８号様式（第１４条関係） 

第９号様式（第１５条関係） 

第１０号様式（第１７条関係） 

 


